
第3節 電波政策の動向

	1 概要
	1	 これまでの取組

電波は、携帯電話や警察、消防など、国民生活にとって不可欠なサービスの提供などに幅広く利
用されている有限・希少な資源であり、国民共有の財産であることから、公平かつ能率的な利用を
確保することが必要である。具体的には、電波は、同一の地域で、同一の周波数を利用すると混信
が生じる性質があるため、無秩序に利用することはできず、適正な利用を確保するための仕組が必
要であるほか、周波数帯によって電波の伝わり方や伝送できる情報量などが異なるため、周波数帯
ごとに適した用途で利用することが必要となる。さらに、その出力などによっては国境を越えて伝
搬する性質を持つことから、電波利用にあたっては条約などの国際的な取決めや調整を行うことが
必要である。
「無線電信及無線電話ハ政府之ヲ管掌ス」とされた旧無線電信法に代わり電波の公平かつ能率的

な利用を確保することによって、公共の福祉を増進することを目的とする電波法が1950年（昭和
25年）に制定されて以降、我が国では、国民共有の財産である電波の民間活用を推進してきてお
り、今や電波は国民生活にとって不可欠なものになっている。

総務省では、国際協調の下での周波数の割当て、無線局の免許を行うとともに、混信・妨害や電
波障害のない良好な電波利用環境のための電波監理、電波資源拡大のための研究開発や電波有効利
用技術についての技術試験事務などの取組を行ってきている。

	2	 今後の課題と方向性
IoT、ビッグデータ、AIをはじめとした先端技術や「新たな日常」に必要なデジタル技術をあ

らゆる産業や生活分野に取り入れることにより、我が国の課題解決や一層の経済成長を目指すデジ
タル変革時代において、電波は必要不可欠なインフラである。

そのようなデジタル変革時代においては、電波利用産業が更に発展し、電波利用のニーズが飛躍
的に拡大すると見込まれる一方、電波は有限希少な国民共有の財産であることに鑑みれば、今後、
より一層電波の公平かつ能率的な利用の促進が求められる。

また、携帯電話をはじめとする陸上移動局の無線局のトラヒックの増加傾向が続いており、携帯
電話などの電波利用環境を快適に維持するため、現在利用されている周波数の一層の有効利用に加
えて、他の用途で使用されている周波数の共用化や、テラヘルツなどの未利用周波数の開拓など周
波数の確保が大きな課題となっている。

さらに、電波利用をとりまく状況の変化に対応しつつ、良好な電波利用環境を維持していくこと
が重要である。そのためにも、新たな電波利用や無線設備の流通の変化などに対応した電波監視や
無線設備試買テストなどの取組を進めることが必要である。

総務省における ICT政策の取組状況
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総務省における ICT政策の取組状況

	2 デジタルビジネス拡大に向けた電波政策
	1	 デジタルビジネス拡大に向けた電波の有効利用の促進に関する検討

電波の利用が、技術の進展に伴い、陸・海・空・宇宙などあらゆる空間・あらゆる社会経済活動
において普及・進化しており、イノベーション創出の源泉となっている。そのため、電波をデジタ
ル社会の成長基盤として、ビジネスチャンスの一層の拡大に繋げることが重要である。

これらを踏まえ、総務省は、2023年（令和5年）11月から、デジタルビジネス拡大に向け、電
波利用の将来像についての検討や電波有効利用に向けた新たな目標設定と実現方策についての検討
などを行う「デジタルビジネス拡大に向けた電波政策懇談会」を開催している。本懇談会において
は、目指すべき未来像として“世界に広がる進化したビジネス”“真に豊かでワクワクできる暮ら
し”“想定外リスクがない信頼できる社会”などを検討しつつ、この未来像に到達するための主な
視点として①NTNをはじめ陸・海・空・宇宙といったあらゆる空間における電波利用の拡大への
対応、②周波数ひっ迫の中で需要が急増する電波の柔軟な利用のための移行・再編・共用、③イン
フラとしてのワイヤレスネットワークを安心・安全に、安定して利用できる環境の整備、④デジタ
ルビジネス拡大の源泉となる電波の適正な利用を確保するための電波利用料制度についての検討を
行っている。（図表Ⅱ-2-3-1）本懇談会は2024年（令和6年）夏頃を目途に取りまとめを行う予定
であり、総務省としては、本取りまとめを受け、必要な制度整備等を行っていくこととしている。

図表Ⅱ-2-3-1 「デジタルビジネス拡大に向けた電波政策懇談会」で議論されている未来像

世界に広がる 化したビジネス進 に豊かでワクワクできる暮らし真

想定外リスクがない 頼できる社会信

ビジネスが高度化し多様なプレーヤーと
先進的なサービスで世界の市場を席巻

地域の魅力が倍増し、毎日笑顔があふれる暮らし

予想できない不確実な世界（紛争、ウイルス、災害）
から産業と暮らしを守る

ワイヤレス、 時代新

時間・空間の制約がない医療・子育て・就労

「多様なニーズに応えるワイヤレス」「革新的なことができるワイヤレス」

「どこにいても、どんなときもつながるワイヤレス」
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	3 5G・B5Gの普及・展開
	1	 デジタル田園都市国家インフラ整備計画に基づく5Gの普及・展開
ア　「ICTインフラ地域展開マスタープラン」の策定等

5Gでは、4Gを発展させた「超高速」だけでなく、遠隔地でもロボットなどの操作をスムーズ
に行うことができる「超低遅延」、多数の機器が同時にネットワークにつながる「多数同時接続」
などの特長を持つ通信が可能となる（図表Ⅱ-2-3-2）。そのため、5Gは、あらゆる「モノ」がイ
ンターネットにつながるIoT社会を実現する上で不可欠なインフラとして大きな期待が寄せられて
いる。実際に、トラクターの自動運転、AIを利用した画像解析による製品の検査、建設機械の遠
隔制御など、様々な地域・分野において、5Gを活用した具体的な取組が進められているところで
ある。

図表Ⅱ-2-3-2 5Gの特長
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＜5Gの主要性能＞
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利用者が遅延（タイムラグ）
を意識することなく、リアル
タイムに遠隔地のロボット等
を操作・制御

LTEより100倍速いブロード
バンドサービスを提供

スマホ、PCをはじめ、身の回り
のあらゆる機器がネットに接続

3G2G
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LTE/4G

総務省では、5Gは経済や社会の世界共通基盤になるとの認識の下で、国際電気通信連合（ITU）
の5Gの国際標準化活動に積極的に貢献するとともに、欧米やアジア諸国との国際連携の強化にも
努めている（図表Ⅱ-2-3-3）。また、5GをはじめとするICTインフラ整備支援策と5G利活用促進
策を一体的かつ効果的に活用し、ICTインフラをできる限り早期に日本全国に展開するため、
2023年度末を視野に入れた「ICTインフラ地域展開マスタープラン」を2019年（令和元年）6
月に策定した（2020年（令和2年）7月及び12月にそれぞれ改定）。
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図表Ⅱ-2-3-3 各国・地域の5G推進団体
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Forum Berhad） IMT
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米国
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トルコ
5GTR

ブラジル
Telebrasil
 - Project '5G BRASIL'

日本

インドネシア
I5GF

（Indonesia 5G Forum）

タイ
NBTC

XGモバイル推進
フォーラム

イ　「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」の策定
2021年（令和3年）12月に岸田総理大臣がデジタル田園都市国家構想の実現に向けて5Gの人

口カバー率を2023年度に9割に引き上げると表明したことを踏まえ、総務省では、同月末に、携
帯電話事業者各社に対して、5G基地局の更なる積極的整備や5G基地局数・5G人口カバー率など
の2025年度までの計画の作成・提出などを要請し、2022年（令和4年）3月29日に、各社から
提出された計画などを踏まえ、「ICTインフラ地域展開マスタープラン」に続くものとして、「デ
ジタル田園都市国家インフラ整備計画」を策定・公表した（同整備計画は、その後の社会情勢の変
化などを勘案し、2023年（令和5年）4月25日に改訂）。

このインフラ整備計画では、5Gの整備方針として、5G基盤（4G・5G親局）を全国整備する
第1フェーズ、子局を地方展開しエリアカバーを全国で拡大する第2フェーズの2段階戦略で、世
界最高水準の5G環境の実現を目指すこととしている（図表Ⅱ-2-3-4）。具体的には、第1フェーズ
で、すべての居住地で4Gを利用可能な状態を実現するとともに、ニーズのあるほぼすべてのエリ
アに5G展開の基盤となる親局の全国展開を実現することとし、第2フェーズでは、5Gの人口カ
バー率について、2023年度末までに全国95％、全市区町村に5G基地局を整備、2025年度末ま
でに全国97％、各都道府県90％程度以上を目指すこととしている。2022年度末実績は全国
96.6%となっており、目標を1年前倒しで達成した。加えて、非居住地域の整備目標として、
4G・5Gによる道路（高速道路・国道）カバー率を設定し、2030年度末までに99％（高速道路に
ついては100％）を目指すこととしている。また、この目標を達成するための具体的な施策とし
て、2.3GHz帯等の新たな5G用周波数の割当て、条件不利地域での5G基地局整備に対する「携
帯電話等エリア整備事業」の補助金による支援、税制措置による後押し、インフラシェアリング推
進などに取り組んできている（図表Ⅱ-2-3-5）。

さらに、地域のニーズに応じたワイヤレス・IoTソリューションを住民がその利便性を実感でき
る形で社会に実装させていくため、ローカル5Gをはじめとする様々なワイヤレスシステムを柔軟
に組み合わせた地域のデジタル基盤の整備と、そのデジタル基盤を活用する先進的なソリューショ
ンの実用化を一体的に推進することとしている。具体的施策として、デジタルライフライン全国総
合整備実現会議の中間取りまとめに掲げられているアーリーハーベストプロジェクトの実現のた
め、関係省庁や地方自治体等と連携し、自動運転やドローンの社会実装に向けたデジタルインフラ
の整備を推進することとしている。
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図表Ⅱ-2-3-4 5G整備のイメージ

５Ｇ基地局
（子局）

5G５Ｇ基地局
（子局）

５Ｇ基地局
（子局）

５Ｇ高度特定基地局
（親局）

光ファイバ

５Ｇ基地局
（子局）

５Ｇ基地局
（子局）

光ファイバ

②子局によるスポット的な
エリアカバー

4G ４G周波数の５G化等により
５Ｇの広域なエリアカバーを実現

①事業可能性のあるほぼ全てのエリア
（10km四方ごと）に親局を展開

⇒ ニーズに応じた子局展開が可能

図表Ⅱ-2-3-5 デジタル田園都市国家インフラ整備（ロードマップ）

	2	 Beyond 5G
5Gの次の世代の情報通信インフラ「Beyond 5G（6G）」は、2030年代（令和12年）のあら

ゆる産業や社会活動の基盤となることが見込まれている。総務省では、2020年（令和2年）6月
に、「Beyond 5G推進戦略 －6Gへのロードマップ－」を取りまとめ、関係府省と連携しながら、
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本戦略を推進している＊1。

	4 先進的な電波利用システムの推進
	1	 無線LANの高度化

無線LANは、IEEE（米国電気電子学会）において策定された標準規格が、スマートフォンやタ
ブレット端末等に組み込まれ世界的に使用されている。駅・空港・観光スポット・商業施設・学校
等の公共の場にアクセスポイントが設置され、オフィスや家庭のみならず、屋外のサービスや学校
教育での利用、災害被災地での通信確保等、社会インフラとして国民の重要な通信インフラの一つ
になっている。

総務省では、諸外国での導入状況や国内のニーズ等を踏まえ、無線LANの高度化に係る検討を
継続的に行っている。近年では世界的に無線LANに利用可能な周波数帯の拡張が進められる等、
非常に利用密度が高い輻輳環境であっても安定して高速大容量通信ができるように、新たな技術の
検討や導入が進められている。このような状況を受け、2022年（令和4年）には、2.4GHz帯や
5GHz帯に加えて6GHz帯を利用可能とする制度整備を実施した。また、低遅延かつ超高速通信が
可能となる次世代の無線LAN規格（IEEE 802.11be）の我が国での導入のための技術的条件につ
いて審議し、2023年（令和5年）12月に無線設備規則（昭和25年電波監理委員会規則第18号）
等の改正を行った。これら6GHz帯への利用拡大や最新技術となるIEEE 802.11beの実現により、
今後、AR（拡張現実）/VR（仮想現実）/MR（複合現実）を使ったサービスやeスポーツ、工場
内のロボットアーム制御といったリアルタイムの動作が要求される利用シーンにおいて、新たな
サービスやアプリケーションの創出をもたらすことが期待される（図表Ⅱ-2-3-6）。

また、無線LANの技術を活用したドローン等の利用拡大により、無線LANを組み込んだ機器
の屋外・上空利用のニーズが増えている。その一方で、屋外等で使用できる周波数チャネルの数が
不足しているため、2023年（令和5年）から5GHz帯の屋外等での利用拡大に向けた検討を行っ
ており、2024年度（令和６年度）にかけて、順次制度化に向けた検討を進めている。

さらに、将来のモバイル通信のトラヒック増や多様な利用ニーズに対応可能な無線LANシステ
ムの実現に向けて、6GHz帯の更なる周波数拡張を目標に、屋外での利用も含め他の無線システム
との共用検討を進めている。

図表Ⅱ-2-3-6 高度化された無線LANで想定される新たなアプリケーションの例

AR/VR/MR
（Augmented Reality / Virtual Reality

/Mixed Reality）
eスポーツなど
没入型ゲーム

ロボットアーム制御など
産業用途

＊1	 Beyond 5Gに関する取組の詳細については、第Ⅱ部第2章第7節「ICT技術政策の動向」を参照。
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	2	 非地上系ネットワーク
HAPS、衛星通信等の非地上系ネットワーク（NTN, Non-Terrestrial Network）は、移動通

信ネットワークについて、地上に限定せず、海や空、宇宙に至る全てを多層的につなげるものであ
り、離島、海上、山間部等の効率的なカバーや、自然災害をはじめとする非常時等に備えた通信手
段として地上系ネットワークの冗長性の確保に有用である。

総務省では、「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」（令和4年3月策定、令和5年4月改訂）
に基づき、NTNの早期国内展開等に向け、関連する制度整備を進めるなど、サービス導入促進の
ための取組を推進している。

具体的には、HAPSについては、研究開発支援のほか、技術実証の実施を通じて国内制度の整備
等を進めるとともに、社会実装に向けて関係府省庁との連携や、2025年(令和7年）の大阪・関
西万博での実証・デモンストレーション等を通じて海外展開に取り組んでいくこととしている。ま
た、HAPSで利用可能な周波数を拡大するため、周波数の確保にも取り組んでおり、2023年（令
和5年）11月から12月にかけて開催された世界無線通信会議（WRC-23）では、我が国が議論を
リードし、1.7GHz帯、2GHz帯及び2.6GHz帯は、全世界で、700MHz帯は、第1地域（欧州、
アフリカ）・第2地域（北南米）では地域全体で、第3地域（アジア）では我が国を含む14カ国で、
HAPSの携帯電話用基地局としての利用が可能となる決定が行われた。

また、衛星通信については、これまで、多数の非静止衛星を一体的に運用して高速大容量の通信
サービスを提供する衛星コンステレーションの導入に必要な制度整備を行ってきたところ、携帯電
話端末による衛星との直接通信サービスの実現等、引き続き周波数の確保、必要な制度整備等を推
進していく。

	3	 高度道路交通システム
情報通信技術を用いて人や道路、車などをつなぐITS（Intelligent Transport Systems：高度

道路交通システム）は、交通事故削減や渋滞緩和などにより、人やモノの安全で快適な移動の実現
に寄与するものである。

総務省では、これまでVICS（Vehicle Information and Communication System：道路交通
情報通信システム）やETC（Electronic Toll Collection System：電子料金収受システム）、車
載レーダーシステム、700MHz帯高度道路交通システムなどで利用される周波数の割当てや技術
基準などの策定を行うとともに、これらシステムの普及促進を図ってきた。

現在、欧州・米国などを中心として、世界的に自動運転の実現に向けた実証・実装が進められて
いるところ、分合流支援などの高度な自動運転の実現には、カメラやレーダー等の車載センサーに
加えて、周囲の車や路側インフラ等と情報交換するV2X（vehicle to everything）通信が重要な
役割を担うことが見込まれている（図表Ⅱ-2-3-7）。
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図表Ⅱ-2-3-7 V2X通信のイメージ

V2N 広域通信
Vehicle-to-Network
携帯キャリア網を活用する通信
例：大容量地図データの配信など

V2V 車車間通信
Vehicle-to-Vehicle
車載器同士の直接通信
例：出会い頭注意喚起など

V2I 路車間通信
Vehicle-to-Infrastructure
路側機と車載器の直接通信
例：信号情報の配信など

V2P 歩車間通信
Vehicle-to-Pedestrian
携帯端末などと車載器の直接通信
例：出会い頭注意喚起など

V2B 自転車-車間通信
Vehicle-to-Bicycle
自転車用端末などと車載器の直接通信
例：出会い頭注意喚起など

我が国では、V2X通信システムとして、世界に先んじて2015年に700MHz帯高度道路交通シ
ステムの実用化を進めてきた一方で、世界的には5.9GHz帯を活用したV2X通信システムの実証・
実装が進められている。そのため、5.9GHz帯のV2X通信への追加割当てに向けて、2023年（令
和5年）2月に「自動運転時代の“次世代のITS通信”研究会」を立ち上げ、同年8月、「国際的な
周波数調和や既存無線局との干渉などを勘案し、5,895MHz-5,925MHzの最大30MHz幅を目途
にV2X通信向けの割当を検討する」旨の中間取りまとめを行った。当該中間取りまとめを踏まえ、
5.9GHz帯V2X通信の早期導入に向けた環境整備等のために、「自動運転の社会実装に向けたデジ
タルインフラ整備の推進」として、令和5年度補正予算に205億円を計上し、今後、関係省庁と連
携して、新東名高速道路等における自動運転トラック実証等に取り組んでいく。

その他、我が国ITS技術の国際標準化・海外展開に資するため、国際電気通信連合無線通信部門
（ITU-R）の報告・勧告案への寄書入力や、ITS世界会議等の国際会議における情報発信、インド
をはじめとするアジア地域における我が国技術の普及展開などに取り組んでいる。

	4	 公共安全モバイルシステム（旧：公共安全LTE）
我が国の主な公共機関は、各々の業務に特化した無線システムを個別に整備、運用しているた

め、機関の枠組を超えた相互通信が容易ではない。また、そのシステムは割当可能な周波数や整備
費用の制約などから、音声を中心としたものとなっている。

米国、英国などの諸外国では、消防、警察など公共安全業務を担う機関において、携帯電話で使
用されている通信技術を利用し、音声のほか、画像・映像伝送などの高速データ通信を可能とする
共同利用型の移動体通信ネットワークの導入が進められている。このような携帯電話技術を用いた
公共安全（Public Safety）のためのネットワークは、テロや大災害時に、公共安全機関の相互の
通信を確保し、より円滑な救助活動に資すると期待されており、また、世界的に標準化された技術
を利用することから、機器の低コスト化が可能となるなどのメリットがあるとされている。
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総務省では、2019年度（令和元年度）以降、関係機関と連携し、我が国で実現すべき公共安全
のためのネットワークに求められる機能等について検討を実施し、実証を行ってきたところであ
る。実証期間中に発生した令和6年能登半島地震においては、公共安全モバイルシステムの実証端
末が被災地においても活用され、その有用性が確認された。

2024年（令和6年）4月には、一部の電気通信事業者が公共安全モバイルシステムに対応する
通信サービスの提供を開始しており、今後、災害時等における公共安全機関の有効な情報共有手段
のひとつとなることが期待される（図表Ⅱ-2-3-8）。

図表Ⅱ-2-3-8 公共安全モバイルシステムの主な機能

機能項目 公共安全モバイルシステムの主な機能

通信回線
マルチキャリア回線（2つの通信事業者回線が使用可能）

一般携帯電話網と比して、つながりやすい通信回線であること

通話機能 070,080,090番号を使用する音声電話（緊急通報可）

優先接続 災害時優先電話を利用可能※

※提供可能数に制約あり。

アプリ 市販アプリをユーザ機関自ら選択・導入

その他 一般携帯電話と同様、インターネット、メール等の利用が可能

 Android又はiOS端末
 デュアルSIM対応端末※

※デュアルSIM端末は、
複数の通信事業者のSIMの
使用が可能なスマートフォン端末

端末イメージ

公共安全モバイルシステムの主な機能

	5	 空間伝送型ワイヤレス電力伝送システム
空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムは、電波の送受信により数メートル程度の距離を有線で

接続することなく電力伝送するものであり、工場内で利用されるセンサー機器への給電等に利用が
見込まれている。本システムにより、充電ケーブルの接続や電池の交換を行うことなく、小電力の
給電が可能となることから、利便性の向上とともに、センサー機器の柔軟な設置が可能となり、
IoT活用によるSociety 5.0の実現に向けた寄与が期待されている。

総務省では、これまで、本システムの実用化に向けて、他の無線システムとの周波数の共用や電
波の安全性、技術的条件、円滑な運用調整の仕組の構築等について検討を行ってきており、こうし
た検討を踏まえ、一定の要件を満たす屋内での利用について、920MHz帯、2.4GHz帯、5.7GHz
帯の3周波数帯の構内無線局として、2022年（令和4年）5月に制度整備を行った。

	5 電波システムの海外展開の推進
電波の安心・安全な利用を確保するため、電波監視システムをはじめとした技術やシステムの役割

が大きくなっており、その重要性は、電波の利用が急速に拡大しつつある東南アジア諸国をはじめ、
諸外国においても認識されている。そのため、我が国が優れた技術を有する電波システムを海外に展
開することを通じ、国際貢献を行うとともに、我が国の無線インフラ・サービスを国際競争力のある
有望なビジネスに育てあげ、国内経済の更なる成長につなげることが重要な課題となっている。

このような観点から、我が国が強みを有する分野の電波システムについて、アジア諸国を中心と
してグローバルに展開するため、官民が協力して戦略的な取組を推進している。具体的には、我が
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国の周波数事情に合う周波数利用効率の高い技術が国際標準として策定されるよう、電波システム
の海外展開を通じて当該技術の国際的な優位性を確保することを目的に「周波数の国際協調利用促
進事業」を実施し、国内外における実証実験、技術のユーザーレベルでの人的交流等を行ってい
る。また、安全・安心で信頼性の高いICTインフラに対する世界的な需要の高まりを踏まえ、総
務省では、Open RAN、vRANによる我が国企業の5Gネットワーク・ソリューションの海外展
開を今後3年間で集中的に実施することを予定しており、ローカル5Gを含む国内の5G展開の成
果を活かし、ニーズに応じた5Gモデルの提案など、5Gのオープン化を進めている。

また、海外展開を見据えた我が国におけるOpen RANエコシステムの促進を図る観点から、
2022年（令和4年）12月に、国内の複数の通信事業者等により、O-RANアライアンスの規格に
準拠した試験・認証を行う拠点「Japan OTIC」が横須賀テレコムリサーチパーク内に設置され、
2023年（令和5年）6月には第1号となる認証が発行されたほか、Japan OTICの利用促進に向
けた各種講習会が定期開催されている。

さらに、総務省では2024年度（令和6年度）より、国内外の複数通信事業者のネットワークを
模擬可能な相互接続性検証環境に関する技術試験を実施中である。

	6 電波利用環境の整備
	1	 生体電磁環境対策の推進

総務省では、安心・安全に電波を利用できる環境の整備を推進している。
具体的には、電波が人体の健康に好ましくない影響を及ぼさないようにするため、「電波防護指

針＊2」を策定するとともに、その一部を電波法令における電波の強さなどに関する安全基準として
定めている。それらの内容には、電波の安全性に関する長年の調査結果＊3が反映されている。ま
た、国際的なガイドラインとも同等性の担保を図っている。なお、これまでの調査・研究では、こ
の安全基準を下回るレベルの電波と健康への影響との因果関係は確認されていない。総務省では、
電波の安全性について、電話相談、説明会の開催やリーフレットの配布などを通じて国民への周知
啓発を継続的に行っている＊4。

また、電波利用機器の電波が医療機器へ及ぼす影響を防止するため、「電波の医療機器等への影
響の調査研究＊5」を毎年行っている。2023年度（令和5年度）は、植込み型医療機器（ペースメー
カ、除細動器等）への2.3GHz帯及び3.4GHz-3.5GHz帯の携帯電話端末並びに6GHz帯の無線
LANによる電波の影響調査、並びに院内医療機器（汎用輸液ポンプ等）・在宅医療機器（個人用透
析装置等）への3.7GHz帯、4.5GHz帯及び28GHz帯の携帯電話端末による電波の影響調査を行っ
た。これまでの調査の結果により得られた知見については、「各種電波利用機器の電波が植込み型
医療機器等へ及ぼす影響を防止するための指針＊6」として取りまとめている。さらに、医療機関で
の電波利用が進む中で、安心・安全な電波利用に向けて、医用テレメータ、携帯電話、無線LAN
などの注意点や電波管理の在り方について、説明会をオンデマンドで配信し、医療従事者などへの
周知活動を行っている。これらに関連した取組として、2017年度（平成29年度）から「無線シ

＊2	 電波防護指針：https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/medical/protect/
＊3	 総務省における電波の安全性に関する研究：https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/seitai/index.htm
＊4	 電波の安全性に関する取組：https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/index.htm
＊5	 電波の医療機器等への影響の調査研究：https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/seitai/chis/index.htm
＊6	 各種電波利用機器の電波が植込み型医療機器等へ及ぼす影響を防止するための指針：
	 https://www.tele.soumu.go.jp/resource/j/ele/medical/guide.pdf
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ステム普及支援事業費等補助金」により医療施設向けに電波遮へい対策事業を実施しており、医療
施設において携帯電話が安心・安全に利用できる環境を整備している。

	2	 電磁障害対策の推進
各種電気・電子機器などの普及に伴い、各種機器・設備から発せられる不要電波から無線利用を

守る対策が重要となっている。このため、情報通信審議会情報通信技術分科会に設置された「電波
利用環境委員会＊7」において電磁障害対策に関する調査・検討を行い、国際無線障害特別委員会

（CISPR：Comité International Spécial des Perturbations Radioélectriques）における国際
規格の審議に寄与している。総務省では、情報通信審議会の答申を受けて、国内における規格化の
推進などを通じて、不要電波による無線設備への妨害の排除や電気・電子機器への障害の防止など
を図っている。

CISPRに関する国際的な活動として、電気自動車（EV）、マルチメディア機器及び家電などで
使用するワイヤレス電力伝送システムに関する国際規格の検討が本格化している中で、電気自動車
用ワイヤレス電力伝送システムから発せられる漏えい電波が、既存の無線局などに混信を与えない
ようにするための技術の検討について、我が国が主体となって精力的に行っている。

また、「規制改革実施計画（2023年（令和5年）6月16日閣議決定）」を受け、一般送配電事業
者が維持・運用する電線路に接続された電力線のみとなっている広帯域の電力線搬送通信設備

（PLC：Power Line Communication）の設置要件の緩和のため、2023年（令和5年）12月に
制度整備を行った。併せて、利用が広がる高出力なIH調理器の型式確認対象の拡大を図るため、
2023年（令和5年）12月に制度整備を行った。

	3	 電波の混信・妨害の予防
第5世代携帯電話（5G）等の新たな電波利用が拡大する中で、混信を排除し良好な電波利用環

境を維持していくため、総務省では電波の監視を行い、混信を排除するとともに、それらの原因と
なり得る技術基準に適合しない無線設備（基準不適合設備）の対応の強化に取り組んでいる。

具体的には、一般消費者が基準不適合設備を購入・使用することにより、電波法違反（無線局の
不法開設）となることや運用を著しく阻害するような混信その他の妨害を与えることを未然に防止
するため、総務省においてインターネットの通信販売等、市場で広く販売されている無線設備を購
入し、それらの電波の強さが電波法に定める「微弱無線設備」＊8の基準に適合しているかどうかの
測定を行い、結果を一般消費者の保護のための情報提供として毎年公表する「無線設備試買テス
ト」＊9の取組が挙げられる。

無線設備試買テストの結果、不適合と判定して公表した無線設備の販売業者に対しては、技術基
準に適合した無線設備のみを取り扱うことの徹底や、基準不適合設備の販売の自粛などを要請して
いる。さらに2020年度（令和2年度）には、「技術基準不適合無線機器の流通抑止のためのガイ
ドライン」を策定し、その中で、無線設備の製造業者、輸入業者及び販売業者が果たすべき努力義
務や、インターネットショッピングモール運営者による自主的な取組を明らかにすることにより、
基準不適合設備の流通抑止に向けた取組を推進している。

＊7	 電波利用環境委員会：https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/denpa_kankyou/index.html
＊8	 微弱無線設備：https://www.tele.soumu.go.jp/j/ref/material/rule/
＊9	 2013年度（平成25年度）より実施。無線設備試買テストの結果：https://www.tele.soumu.go.jp/j/adm/monitoring/illegal/result/
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